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Ⅰ は じ め に

1990 年代初頭から始まったバブル崩壊以降の

景気低迷は, ｢失われた 10 年｣ とも ｢……15 年｣

とも呼ばれたが, 数年前にようやく終焉した｡ こ

の間, 企業では ｢選択と集中｣ というスローガン

のもとに, 自社の経営資源の投入方向が再定義さ

れ, 未活用な, あるいは余剰な経営資源の整理や

再編成が行われた｡ 人的資源 (人材) の削減も含

むリストラの展開である｡ しかもこのような展開

は一時的なものではなく, 変化の激しいグローバ

ルな競争条件に適合するために, 絶えざる変革を

必要とする動態的なものとなっていった｡ そして,

このような経営動向の一環として, 人材に関して

は, その報酬決定において ｢成果主義｣ の考えが

様々な批判を浴びつつも広がり, また ｢正社員以

外の人材 (非正社員)｣ の活用が, これも問題点

を指摘されつつも拡大してきた｡

そのような中で, 企業の ｢正社員1)｣ の採用に

は変化が見られるのだろうか｡ 見られるとするな

らば, それはどのような変化だろうか｡ 正社員の

採用について, 最近の実情を明らかにし, その意

味を考察し, 展望を行うのが本稿の目的である｡

なお, 正社員に着目するのは, 企業活動を最も中

心的に推進していくのが彼らであり, 企業の採用

活動もその採用を中心に展開されているからであ

る｡ まず, これまでの正社員採用について簡単に

述べよう｡

Ⅱ これまでの採用モデル

1 新卒一括採用モデル

かつて, 日本企業の雇用パターンを示す用語
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長かった景気低迷も, 数年前にようやく終焉し, 企業は再び活発な人材採用活動を始めた｡

その人材採用には変化が生まれてきているのだろうか｡ この点を明らかにするために, 本

稿ではまず既存統計データを分析し, 次いで最近実施した独自の企業へのインタビュー調

査の結果を検証した｡ その結果, 大卒者または総合職相当の人材の採用に関しては, キャ

リア (中途) 採用が一定の範囲で定着していくものの, 同時に新卒採用が中心的地位を占

め続けるように思われた｡ 他方, 一般職や高卒者の採用に関しては就業形態の多様化が大

きな影響を及ぼしていて, 新卒者の採用が減少していた｡ しかし, 非正社員への過剰な依

存が問題視され, 新卒採用が復活しつつあった｡ 今後も, 企業の採用行動は徐々に変化し

多様な採用方法が生まれてくるだろう｡ しかしそれにもかかわらず, 新卒採用が根強く残っ

ていくと言えよう｡
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として, ｢終身雇用｣ がよく用いられた｡ そこで

の人材採用は ｢新卒一括採用方式｣ と呼ばれ, 職

業経験のない新卒者を学校卒業直後という一時期

に, まとめて採用する方式であった｡ これは典型

例を示すモデルであるので, そう言われつつも,

職業経験のある既卒者も ｢中途採用｣ と呼ばれ採

用されてきた｡ しかしそれは, 新卒採用が充分で

なかった場合や, 新卒者を採用して育成したので

は時間的に間に合わない場合などに限定して実施

されてきたというのが, 採用力のある企業におけ

る状況である｡ 中途採用より新卒採用に, 企業は

強い選好を示してきたと言える｡

｢白い布は何色にでも染められるが, 一度違う

色に染まった布を染め替えるのは容易ではない｣

として, ｢白い布｣ である新卒者採用の正当性を

主張する経営者の言明をしばしば耳にする｡ 企業

の新卒者選好を巧みに表現したものと言えるだろ

う｡

このような日本企業の採用行動を説明するモデ

ルとして, かつてサロー (Thurow, 1975) によっ

て提唱された ｢仕事競争モデル (Job Competition

Model)｣ がある｡ サローは, 伝統的な経済学が

主張するモデルを ｢賃金競争モデル (Wage

Competition Model)｣ と呼んだ｡ 後者のモデルで

は, 仕事を求めて登場する個人は既に職業能力を

身に付けているので, 効率性を求める企業はでき

るだけ安い賃金で雇うことを目指して行動する｡

それに対し仕事競争モデルでは, 内部労働市場論

が主張するように, 職業能力は就職してからの企

業内の ｢仕事をしながらの教育訓練 (OJT)｣ に

よって育成される｡ そのために, 企業は訓練費用

が少なくてすみそうな人から就職希望者を順位付

けし, その順位に従って必要人数を採用すること

になる｡

つまり仕事競争モデルでは, 企業にとって重要

なのは, 就職希望者が ｢何ができるか｣ ではなく,

｢何ができるようになるか｣ と見てよい｡ その結

果, 仕事を求める個人は, 企業による順位付けの

順位が少しでも上位になるように, 例えば, より

高度な学歴やより難易度の高い銘柄学校を目指す

ことになる｡ これらの行動は, その個人の訓練可

能性が高いことを明示するためであるので, 学歴

などが職業能力に直結する必要はない｡

このようにサローのモデルは, 日本企業の採用

行動をもとに, 社会における教育や学歴の役割も

論じた興味深いものである｡

2 変化の可能性をめぐる議論

前述の日本企業の採用モデルは, 冒頭に記し

たような企業社会の変化により, どのような影響

を受けるだろうか｡ 簡単に論点を整理しよう｡

既述した成果主義の普及は, 単純化して言うな

ら, 人材の能力に着目した ｢ヒト基準｣ から, 仕

事の内容や役割に着目した ｢仕事基準｣ への, 人

材の評価基準の変更である2)｡ この変更は, 人材

の採用に関しては, ｢何ができるか｣ に着目した

中途採用の拡大を予想させる｡ そのほうが, 育成

を前提とした新卒者の将来にかけるよりも, 企業

にとってはより確実で効率的だからである｡ しか

もそのような動向には, 競争圧力の増大が, いっ

そうの拍車をかけることになる｡ 競争に勝ち抜く

ために, 育成の時間とコストを節約する必要性が,

いっそう高まるからである｡ しかし成果主義は普

及してきたが, 中村 (2006) が指摘したように,

実際には管理職層を中心にその導入が行われてい

るので, 新卒者が関連する若年層の採用への影響

は, それほど大きくないかもしれない｡

また, 人材派遣や請負, あるいはパートや契約

社員など非正社員の増大は, 正社員の中でも定型

的業務に従事する人材 (一般職) に対するニーズ

を減少させることを予測させる｡ しかしこれも,

単純に一般職正社員の採用削減とならない可能性

がある｡ 機密保持のような企業へのコミットメン

トを必要とする仕事があるからである3)｡

なお, 冒頭には記さなかったが, 団塊の世代の

定年年齢への到達に代表されるような従業員の高

齢化や, 勤続年数の伸びに示されるような就業意

識の高い女性の参入なども, 人材採用への影響が

想定される｡

では, 実際にはどのような変化が人材採用に発

生しているだろうか｡
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Ⅲ 既存統計の結果とインタビュー調査
について

１ 2005 年までの状況 (雇用動向調査)

まず, 既存統計を整理してみよう｡

企業の人材採用について, 量的な情報を最も豊

富に提供するのは, 厚生労働省 『雇用動向調査』

である｡ この調査は, 現在 2005 年の調査結果ま

でが利用可能であるので, 1990 年から 5 年おき

に, 2005 年までの結果を見ていく4)｡ ところでこ

の調査は, やや特殊な用語を用いている｡ ｢正社

員｣ と ｢非正社員｣ という区分に最も近いのは,

この調査では, ｢就業形態｣ の ｢一般労働者｣ と

｢パートタイム労働者｣ である5)｡ そこで, 以下で

は ｢一般労働者｣ を正社員と見なしていく｡ なお

入職者は, 入職前 1年間の ｢職歴｣ をもとに 3つ

に区分されていて, それは ｢学卒未就業者 (新卒

者)｣ と ｢一般未就業者｣, および ｢既就業者 (転

職者)｣ である｡

本稿の関心は正社員の採用にあるので, まず正

社員入職者に占める新卒者の割合と, 既就業者

(転職者) の割合の, 学歴別 (高卒者と大卒者のみ

を表には掲載) 企業規模別の推移を見る｡ 表 1 が

それであるが, かつてと比べると新卒者の割合が

低下し, 転職者の割合が高くなっている｡ 例えば,

1990 年においては 1000 人以上の企業における大

卒正社員入職者のうち 65％は新卒者で転職者は

28.7％にすぎなかったが, 2005 年には前者が

37.3％に低下し後者は 52.2％へと増加している｡

このように減少してきた新卒正社員入職者であ

るが, その学歴構成はどうなっているだろうか｡

表 2が, 新卒正社員入職者に占める高卒者と大卒

者の割合を示したものである｡ この期間では, 急

激に大卒者の割合が高まってきていて, 高卒者が

減少してきている｡ 特に大企業で, その傾向が強
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表 1 正社員入職者に占める新卒者と転職者の割合 (就業形態：一般労働者)
(数値：規模・学歴別の正社員入職者合計を 100.0 とした比率)

学卒未就業者：新卒者 既就業者：転職者

学歴計 高校 大学 学歴計 高校 大学

1990 年 規模計 24.3 20.6 44.3 60.3 62.3 49.3

1,000 人以上 37.2 26.5 65.0 45.4 51.7 28.7

300～999 人 38.2 34.9 54.1 49.2 51.2 39.8

100～299 人 27.7 25.0 48.3 56.9 57.3 46.2

30～99 人 16.4 15.6 23.9 70.0 70.1 68.7

5～29 人 10.4 10.3 16.4 73.8 74.1 77.7

1995 年 規模計 23.8 16.8 44.3 60.1 63.4 45.8

1,000 人以上 34.6 20.8 61.9 43.3 50.2 28.1

300～999 人 41.7 26.0 59.7 47.1 56.9 35.8

100～299 人 33.8 26.5 49.1 51.2 57.2 35.3

30～99 人 18.6 15.8 33.5 62.7 62.8 56.2

5～29 人 13.0 10.1 21.8 72.8 72.7 68.5

2000 年 規模計 20.0 11.7 37.1 65.8 71.6 54.6

1,000 人以上 25.7 12.7 47.4 56.2 61.4 44.7

300～999 人 29.7 11.4 51.3 57.5 69.1 44.4

100～299 人 20.5 13.3 37.1 65.0 70.4 57.0

30～99 人 16.1 11.3 31.9 69.3 73.3 54.7

5～29 人 15.5 10.9 20.4 72.4 76.4 70.8

2005 年 規模計 18.0 10.2 28.9 69.0 75.5 62.4

1,000 人以上 23.5 10.8 37.3 63.1 74.9 52.2

300～999 人 20.6 12.4 32.4 68.8 75.4 61.7

100～299 人 22.8 13.2 37.3 67.4 76.5 54.8

30～99 人 16.2 11.9 23.9 69.9 74.2 67.4

5～29 人 10.7 5.6 12.6 73.3 76.4 76.5

出所：厚生労働省 『雇用動向調査』 原表 7をもとに作成｡



いことが確認できる｡

ところで, 女性の採用に関してはどうだろうか｡

表 3は, 新卒正社員入職者に占める女性割合を,

学歴計と大卒者について示したものである｡ 学歴

計では女性割合は減少, あるいは停滞してきてい

るが, 大卒者では逆に女性割合が高まってきてい

る｡ 大卒者に限定するとむしろ女性割合が増えて

いるようだ｡

これらのことから, 新卒採用の減少 (中途採用

の拡大)・新卒入職者における高学歴化の進行

(低学歴者の採用減少), そして高学歴者の中での

女性増大という現象が, バブル崩壊以降, 少なく

とも 2005年入職者までは進展してきたと言える6)｡

2 最近までの採用動向

しかし近年, 新卒者採用市場は変貌しつつあ

る｡ そのような, より最近までの企業の採用活動

の状況を見るために, 図 1に, 高卒者と大卒者に

ついて, それぞれの新卒者求人倍率と就職率の推

移を示した｡ 学校卒業者の就職率 (卒業者数に占

める就職者の割合) は, 進学等の多様な進路選択

の結果でもあるが, これら 4つの指標はよく似た

動きを示している7)｡ 指標によって若干の違いは

あるものの, 1990 年代初頭以降, 採用の低下が

続き, 何度かゆり戻しがあったものの, はっきり

とした上昇基調を示すのは 2005 年以降と見るこ

とができる｡ 既述した 2005 年までの結果に, 変

化が現れている可能性がある｡

3 企業インタビュー調査の概要

そこで, 最近の企業の採用動向を把握するた

めに, 表 4 に示すような 12 社に対して 2007 年
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表 2 新卒正社員入職者に占める高卒者・大卒者の
割合
(就業形態：一般労働者､ 職歴：学卒未就業者)

(数値：学歴計を 100.0 とした比率)

学歴計 高校 大学

1990 年 規模計 100.0 52.0 25.8

1,000 人以上 100.0 41.2 34.5

300～999 人 100.0 55.1 26.2

100～299 人 100.0 54.9 23.5

30～99 人 100.0 62.2 14.1

5～29 人 100.0 62.4 15.9

1995 年 規模計 100.0 37.5 33.0

1,000 人以上 100.0 31.9 47.8

300～999 人 100.0 25.5 43.1

100～299 人 100.0 40.8 29.3

30～99 人 100.0 50.2 22.6

5～29 人 100.0 42.8 19.8

2000 年 規模計 100.0 27.3 39.3

1,000 人以上 100.0 22.0 54.2

300～999 人 100.0 15.9 57.0

100～299 人 100.0 29.0 40.9

30～99 人 100.0 36.6 38.8

5～29 人 100.0 35.2 16.9

2005 年 規模計 100.0 24.1 46.5

1,000 人以上 100.0 17.4 65.2

300～999 人 100.0 20.9 55.2

100～299 人 100.0 25.8 44.6

30～99 人 100.0 33.7 34.9

5～29 人 100.0 27.7 21.2

出所：表 1に同じ｡

表 3 新卒正社員入職者に占める女性割合
(就業形態：一般労働者, 職歴：学卒未就業者)

(数値：各セルの男女計の人

数を 100.0 とした女性比率)

学歴計 大学

1990 年 規模計 52.9 22.1

1,000 人以上 49.4 20.1

300～999 人 49.2 17.9

100～299 人 56.8 28.0

30～99 人 56.3 32.1

5～29 人 58.3 17.7

1995 年 規模計 45.7 24.5

1,000 人以上 43.8 28.4

300～999 人 41.2 19.0

100～299 人 45.0 17.4

30～99 人 48.3 21.9

5～29 人 49.0 37.4

2000 年 規模計 45.9 36.3

1,000 人以上 40.3 32.1

300～999 人 45.6 36.6

100～299 人 49.7 36.9

30～99 人 44.0 40.1

5～29 人 43.5 37.5

2005 年 規模計 48.7 42.2

1,000 人以上 39.9 37.0

300～999 人 45.6 38.6

100～299 人 49.9 46.6

30～99 人 53.4 38.7

5～29 人 56.8 66.2

出所：表 1に同じ｡



6～7 月に, 訪問面接による企業インタビュー調

査を実施した｡ 表中で, Ａは従業員数が 1万人以

上の ｢大手企業｣ で, Ｂは 1000 人前後から数千

人の ｢準大手企業｣, Ｃは 100 人から数百人の

｢中小規模の企業｣ を示している｡ またＤは ｢外

資系企業｣ で, その中ではＤ2社の規模が最も大

きい｡ このような規模区分を設けたのは, 採用市

場における地位がそれによりかなり異なるので,

採用方式も異なることが予想されたからである｡

また外資系企業を加えたのは, 日本企業との対比

のためである｡

表には新規大卒者とキャリア採用 (中途採用)

の採用状況も, 概数で示してある8)｡ このうちＣ

とＤの企業では, C3 社と D2 社を除いて, 新卒大

卒者が毎年採用されているわけではない｡ 中小規

模 (Ｃ) や外資系 (Ｄ) の企業では, 新卒者を定

期的に採用してはいない｡ なお, これら以外に 2

社 (Ｃ4社：製造業, Ｄ4社：金融業) に対して電話

によるインタビュー調査を実施した｡ その結果も

以下では活用する｡

ところで, 新卒者の採用は在学中に展開されて

いるが, その時期や方法に関する規制が大卒者と

高卒者では異なっているので, 両者は別個に実施

されている｡ また, 同じ大卒者であっても, 総合

職と一般職では仕事内容が違うことから, やはり

別個に採用活動が展開されている｡ そこで以下で

は, まず大卒者 (総合職) の採用についてその実

情を紹介しながら議論を進め, 次いで一般職, そ

してその後で現業部門を中心とした高卒者につい

て述べる｡

Ⅳ 大卒者 (大学院修了者も含む) または
総合職の採用

1 新卒採用

まず, 新卒採用の最近の展開について見てい

く｡

①採用内定の時期

新規大卒者の採用活動の時期に対しては, 1997

年から ｢就職協定｣ が廃止されたものの, 近年で

は日本経団連の ｢倫理憲章｣ が, 一定の歯止めの

機能を果たしている｡ 採用活動の最大の歯止めと

なっているのは, 憲章の ｢卒業学年に達しない学

生に対して, 面接など実質的な選考活動を行うこ

とは厳に慎む9)｣ という箇所である｡ 既に見たよ

うに, 2008 年 3 月卒業予定者に対する求人 (2007
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表 4 インタビュー調査の対象企業
(人数はいずれも概数)

企業名 業種 新卒大卒者採用 キャリア採用

Ａ1 製造業 600 人 200 人

Ａ2 製造業 400 人 300 人

Ａ3 金融業 800 人以上 200 人

Ｂ1 製造業 80 人 20 人

Ｂ2 製造業 15 人 数人

Ｂ3 情報産業 60 人 40 人

Ｃ1 製造業 ― 4～5人

Ｃ2 金融業 1人 15 人

Ｃ3 卸売業 6人 2～3人

Ｄ1 製造業 数人 数十人

Ｄ2 金融業 採用あり 採用あり

Ｄ3 金融業 ― 40 人

注 企業名のＡ～Ｄは次のような企業属性を示している｡

Ａ：大手企業 (従業員数 1万人以上)

Ｂ：準大手企業 (1,000 人前後から数千人規模)

Ｃ：中小規模の企業 (100 人から数百人)

Ｄ：外資系企業

大卒就職率（左目盛） 

大卒求人倍率（右目盛） 高卒求人倍率（右目盛） 

高卒就職率（左目盛） 

注：1）各年３月卒業者に関するデータである。 

　　2）求人倍率はいずれも，就職活動に入る前の時点の調査結果である。 

出所：「大卒求人倍率」はリクルートワークス研究所『ワークス大卒求

人倍率調査』，「高卒求人倍率」は厚生労働省『高校・中学新卒

者の求人・求職状況』，「就職率」は文部科学省『学校基本調査』

をもとに作成。 
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年の採用活動) はかなり強く, 採用内定 (正式に

は内々定) を大手企業が出し始めたのは 4 月上旬

～中旬であった｡ この時期は, 憲章を遵守した場

合の最も早い内定である｡ 憲章がなければ, もっ

と早い時期の内定となったであろう｡ 実際, 憲章

に賛同を表明していない企業はこれに従う必要は

ないので, 2006 年 12 月に内定を出す企業もあっ

た｡ ただし, 準大手も含め多くの企業は, 大手企

業の内定を待ってから自社の内定を出しているの

で, 倫理憲章が, その賛同を表明していない企業

も含め, 一定の機能を果たしていると見てよい｡

②募集時の変化

就職選考に入る前に, 企業は自社への就職に関

心のある人を募ることになるが, これを ｢母集団

形成｣ と呼んでいる｡ ｢一般的には 10 人採用で

3000 人の母集団が必要 (Ｂ1社)｣ という｡ 母集団

を就職試験への応募につなげるために会社説明会

などが開催されるが, ここでの最近の特徴は, 自

社の本当の様子や実際の仕事内容を知ってもらう

という考えが強まってきていることである｡ その

ために, ｢説明会に多くの社員を出席させ, 参加

学生が自由に質問できるような機会を設けたり

(Ａ1社, Ａ3社)｣, そのような人員が割けない企業

では, ｢VTRで社員に直接語りかけてもらい, 社

内の雰囲気を感じてもらっている (Ｂ3社)｣ とい

う｡

RJP (Realistic Job Preview：現実的仕事情報の

事前提供) という考え方が近年注目されている

(Wanous, 1991：金井, 1994)｡ これは, 自社の良

い側面を強調して求職者を取りこむことに腐心す

るよりも, 悪い側面も含めた真の姿を伝えた方が

採用後の成果が高くなるので, そうすべきと主張

する議論である｡ 会社説明会での変化は, この議

論とも通じるように思える｡

なお, 採用市場がタイトになってきているので,

｢説明会を大都市のみならず地方でも開催 (Ｂ1社)｣

したり, ｢地方の大学を回って希望者を集める

(Ｃ4社)｣ というような変化も現れてきている｡

③募集のオープン化

このような募集時には, 従業員が出身大学の担

当となり, その大学からの就職希望者の発掘や情

報提供, 場合によっては事前審査などを行う ｢リ

クルーター制｣ が注目された｡ それを活用してい

る企業もある一方で, 中止した企業もある｡ 中止

した企業では, ｢先輩のいない大学の学生が不利

になることを避けたいから (Ａ3社)｣ という｡ 他

方, 技術系に対してはリクルーター制を新たに設

けた企業もある｡ ｢リクルーターを通じ, より豊

富な情報が提供できるから (Ａ1社)｣ という｡ 今

後どうなるか一概にはいえない｡ しかし, リクルー

ターの情報提供機能は高まるかもしれないが, そ

れがかつてのように, 事実上の第一次選考機能を

担うようなことはなくなるだろう｡

また, 技術系の学生に関しては, ｢大学推薦｣

や ｢教授推薦｣ を受験の条件とすることが多かっ

た｡ しかし, この方式は減少傾向にあり, 内定が

決まってから大学が必要とするなら事後的に推薦

してもらうなどの形骸化傾向もある10)｡ 技術系に

関しても, 自由応募によって多くの母集団を形成

し, その中から選考するという方式が増えている｡

なおこのような方式にすると, 学生の専門性と仕

事の適合の問題が, 特に技術系の人材では発生し

やすくなる｡ そこで選考前に, 就職希望者は志望

部門に出向き仕事内容を確認する ｢マッチング｣

というプロセスを経てから正式応募としている企

業もある (Ａ2 社)｡

いずれにしても, 応募に関してはオープン化の

傾向が強まっているといえる11)｡

④インターンシップ

ところで, 就職前に実際の仕事を体験させると

いうインターンシップを導入する企業が増えてい

る12)｡ しかしインターンシップ中に参加学生の評

価を行い, その評価結果が採用合否を左右すると

いうような採用直結型のそれは, 大手企業の中で

は現時点では見られなくなっているようだ｡ そう

なってきた背景の 1つに, 採用直結型だと ｢倫理

憲章｣ に抵触しかねないことがある｡ このように

採用とインターンシップは別物となっているもの

の, 自社でインターンシップを行った人が応募し

て来た場合には, 結果としての合格確率が高くな

る企業は少なくないようだ｡

なおＣ3社では, 採用の一次面接と二次面接の

間に ｢半日就業体験｣ を行っている｡ これは受験

者が半日, 営業マンに同行するものである｡ 受験
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者に営業の仕事に対する理解を深めてもらい, 企

業としてはその間にその人に対する評価を行うも

のである｡ インターンシップと呼ぶべきかどうか

は議論の余地があるが, 就業体験の持つ機能をう

まく用いた事例である13)｡

⑤職種別採用

新卒一括採用の場合には, 事務系・技術系とい

うような大きな括りはあったものの, 特に事務系

では採用後の職種や部門を決めずに採用が行われ

ていた｡ それに対し, 職種別採用とは, 採用時に

採用後の職種や部門を決めて採用する方法である｡

このような職種別採用を導入する企業は増加傾

向にあるが14), 導入企業における大卒総合職採用

者に占める職種別採用者は多くない｡ 例えば,

Ａ3社では数字上は半数近くが職種別採用ではあ

るが, そのほとんどは金融再編で新たに加わった

事業領域の担当者として採用された新卒者で, 従

来からの事業領域での職種別採用は 30 人に過ぎ

ない｡

他方, Ａ1社とＡ2社は, 共に事務系に関しては

職種別採用を行っていない｡ ｢新卒者は潜在能力

を重視した採用だから本人の希望だけで配属を決

めるわけにはいかない (Ａ1社)｣, あるいは ｢就職

試験を受ける時点に学生が抱いている仕事に対す

るイメージは明瞭でないので, 本人の希望と適性

が一致しないケースが多い (Ａ2社)｣ というのが

その理由である｡

この方式は, 大学の教育が変わらない限り, 現

状より量的に拡大することはないように思える｡

⑥通年採用

就職試験をある一時期に実施するのでなく, 複

数の時期に実施することを通年採用と呼んでいる｡

通年採用は, 海外の大学への留学生や, 公務員試

験や資格試験の受験終了者などを対象として秋に

実施する ｢秋採用｣ から始まったが, 現状では,

就職未定者を含め幅広く受験の機会を提供してい

る｡ また時期も, ｢7 月に夏採用, 9 月に秋採用

(Ａ1社)｣ や ｢春以外に 5 月・6 月・9 月にそれぞ

れ実施 (Ａ2社)｣ というように一律ではない｡ た

だし, 内定者の約 8割は春の採用で決定している

というのが大手企業の現状である｡

他方, 表 4の準大手や中小規模の企業では, む

しろ計画人数を確保する必要性から, 採用が通年

化するようだ｡ 例えば, ｢昨年は 12 月まで採用活

動を行って人数を確保した (Ｂ3社, Ｃ2社)｣ とい

うようなケースである｡ ただし, ｢秋採用も行う

けれど, 無理に人数を確保しようとは思っていな

い (Ｂ2社, Ｃ3社)｣ という考えは多くの企業で支

持されている｡ 新卒以外の採用も, 企業は考慮す

るからである｡

ともあれ, 就職の機会を多くするという観点や,

採用市場のタイトさへの対応のために, 通年採用

は今後も増加傾向を維持するだろう15)｡

2 新卒以外の採用

新卒採用以外にも, いくつかの採用方法が出

現してきている｡

①第二新卒採用

就業経験が 3年以内程度の人を, 職業経験より

も潜在能力を評価して採用する方式のことである｡

これに関しては, ｢新卒採用を一時抑制していた

ので, それによる年齢構成の歪み是正の意味もあっ

て実施している (Ａ3社)｣ という企業がある一方,

｢既卒者は即戦力として採用するので第二新卒は

採用していない (Ａ1社, Ａ2社)｣ という企業があ

る｡ なおＡ3社では, 採用決定後翌月初めに入社

としているが ｢第二新卒は, 質をそろえるのが難

しく, 育成も個別対応になる｣ という｡ それに対

しＢ3社では, 他業種から転職してきた第二新卒

者の入社日は翌年の 4月としている｡ その理由は,

新卒者と同じ教育プログラムで育成するためであ

る｡

なお, 中小規模の企業ではより柔軟である｡

Ｃ3社では, ｢新卒採用時に既卒者に受験してもらっ

たが, 合格だったので, 4 月まで待たずに, 10 月

1 日付で採用した｣ という｡

②キャリア採用

いわゆる ｢中途採用｣ だが, それまでの職業経

験を評価して採用することからこう呼ばれている｡

担当する仕事が明確になっていて, 新卒者と違い

｢即戦力｣ という考えである｡ 仕事が明確になっ

ているので, 面接等の選考ではその仕事の専門家

が加わり, 採用決定においてもその人たちの発言

力が大きくなっている｡ キャリア採用に関しては,
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各社とも積極的であった｡ その背景には, ｢新規

事業や既存事業の拡大 (Ａ1社, Ａ3社, Ｂ3社)｣ と

いう事情や, ｢絶えず新しい血を入れ多様性を確

保する (Ａ2社)｣ という考えがある｡ また, 中小

規模の企業では新卒採用が困難なことが背景になっ

ている｡ 例えば, ｢新卒はなかなか来てくれない

し育成も必要｡ キャリア採用なら育成は必要ない

し, 年齢にこだわらなければ良い人材が採れる

(Ｃ1社)｣ や, ｢大手ではないので新卒中心主義は

無理｡ 同業の経験がなくとも営業経験者ならキャ

リア採用する (Ｃ2社)｣ という意見である｡

③非正社員からの登用

総合職相当人材を非正社員から登用するケース

は, ｢特定派遣｣ で来ている技術者の採用という

ような, 間接雇用からの切り替えのケースが多い

(Ａ1社, Ｂ2社, Ｂ3社)｡ 技術者派遣の会社は, 新卒

者を含めて採用し, 派遣先の仕事に適合するよう

に教育して派遣をしてくる｡ このような派遣技術

者に関しては, ｢数年間同じ会社に来ているので,

仕事の内容も本人は良く理解していて, 受入れ側

も本人のことが良くわかるので登用しやすい

(Ｂ2社)｣ という｡ ちなみに, Ｂ2社では技術者の

キャリア採用では, このルートが中心になってい

る｡ ただし, ｢新卒者のほうがレベルがそろって

いるので, まとめて, しかも段階的に教育ができ,

結果として能力の伸びが大きくなるので, 新卒採

用はやめることはできない｣ という｡

3 外資系企業の採用と比較すると

以上が, 大卒者 (総合職) の採用の現状である｡

新卒者の採用とともに, キャリア採用も積極的に

展開されていた｡ 今後, 大手企業においてもキャ

リア採用が中心になるのだろうか｡ この点を考察

するために, 次にそのようなキャリア採用が多い

ことで知られている外資系企業の採用16)を見よう｡

①外資系企業の採用

外資系企業では, 採用そのものはその人材を必

要とする部署のマネジャーが計画し決定するケー

スが多く, 新卒採用でも, キャリア採用ほどでは

ないが, 担当する仕事がかなり明確になっている｡

まずキャリア採用から述べよう｡ 採用計画作成時

に, 人材の条件のみならず, 面接チームの構成も

検討される｡ 通常, 採用部署のマネジャーおよび

その上司, その部署および関連部署のキーパーソ

ンなどからなるチームとなる｡ ただし, 配属チー

ム内での相性も問題になるので, チームメンバー

との面接も行われ, 人事部門も人物評価などを行

う｡ そのために, 採用が決定するまでの面接回数

は, かなり多いという｡ なお, キャリア採用の場

合は, 通常は社外に募集をかけるのみでなく, 社

内公募 (Posting) も同時に行い, 適材が選定され

る｡

新卒採用の場合も基本的には同じだが, 調査し

た 4社 (うち 1社は電話インタビュー) のうち, 恒

常的に新卒採用を行っていたのはＤ2社のみであっ

た｡ そのＤ2社では, ｢新卒者は潜在能力を見るこ

とになるが, 配属先が決まっているので, その仕

事内容のイメージを明確にできないと合格には至

らない｡ 面接は, これを明確にするためのプロセ

スでもある｣ と述べていた｡ 既述した日本の職種

別採用に類似した採用方式だが, Ｄ2社のほうが,

より入社後の仕事が特定されているように思え

る17)｡

②新卒採用の行く末

ところで, 新卒採用を実施していないＤ2社以

外の外資系企業では, ｢新卒採用の方が人材の質

を保つ点では良いが, 時間とコストがかかるので,

実施するなら毎年 5～10 人は採用していかないと

無理｣ と, ほぼ共通して述べていた｡ また, ｢採

用後の育成が新卒には必要だが, キャリア採用で

はその必要がない (Ｄ1社, Ｄ3社)｣ とキャリア採

用の優位性を指摘する見解もあった｡ それに対し,

日本の大手や準大手の企業では ｢キャリア採用で

常に必要人員が確保できるわけではない｡ 安定的

に人員を確保するためには新卒採用が不可欠

(Ａ3社)｣ という意見や, 既述したような ｢新卒者

の方が, レベルがそろっていて育成がしやすい

(Ｂ2社)｣ という見解が見られた｡

このような見解から見ると, 大手企業や準大手

企業における新卒採用は, 今後も維持されること

が予想される｡ 既に安定的な人材確保や育成手段

として新卒採用方式が確立している企業にとって

は, その方式を維持した方が効率的だからである｡

無論, これらの見解の背景には, ｢自社の中心的
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な人材は新卒者から育成した方が良い｣ という信

念もあると見てよい｡

ただし, そのことはこれらの企業でキャリア採

用がなくなることを意味しているわけではない｡

既にＡ2社が踏み切ったような, 多様な人材確保

の手段としてキャリア採用は有効だからである｡

これらの企業でも, 今後もある一定割合でキャリ

ア採用が行われていくだろう｡ その際, 外資系企

業に見られたような, きめの細かな面接方式を導

入する必要があるかもしれない｡ キャリア採用は

採用後の仕事が決まっているだけに, 仕事と本人

の適合の問題が大きいからである｡

なお, 中小規模の企業でこれまで新卒採用を展

開してこなかった企業では, むしろ第二新卒やキャ

リア採用に特化した採用にしたほうが良いように

思える｡ 外資系企業が述べていたように, 新卒採

用を確立するコストは, 意外に高いからである｡

多様な人材の採用に関連して, その 1つである

女性の採用について述べよう｡ ここまでの記述で

は割愛したが, 調査対象企業の採用大卒者 (総合

職) に占める女性割合は 10～40％の間で18), かな

りバラツキがあった｡ ただし, 多くの企業ではそ

の割合は増加していた｡ そのような中には, ｢男

女の枠を取り払って採用したら自然に女性割合が

高まった (Ｂ1社)｣ という意見もあった｡ また,

事例の中にはなかったが, 仕事内容は総合職だが

転居を伴う転勤がない ｢準総合職｣ を設け, 女性

が就職しやすくしている企業もある｡ 表 3で見た

大卒新卒者に占める女性割合の増大と符合する事

態が, 進行しているようである｡

Ⅴ 一般職および高卒者の採用

1 一般職の採用

一般職 (コース制を採用していない企業では一般

事務担当者) のほとんどは女性だが, その採用は

総合職の採用が一段落した頃にスタートしている｡

しかし一般職を新卒者で採用する企業は, 現状で

は少ない｡ 表 4 に示した 12 社の中では, そのよ

うな採用を行っているのは 4 社 (Ａ1社, Ａ3社,

Ｂ1社, Ｃ3社) に過ぎなかった｡ このうち, Ｂ1社

とＣ3社では新卒者を採用しているものの, 人数

は 1～2 人と少ない｡ Ａ3社は総合職採用の約 8 割

の人数と大量採用をしていたが, これには店舗数

の多い金融業という特性が影響している｡ 一般職

の採用企業が少ないのは, 現在多くの企業では,

この仕事をかつて採用した一般職と派遣労働者が

担当していて, 一般職の勤続年数の伸びもあり,

補充する必要性が乏しいからである｡

しかし変化の兆しも見られる｡ 例えばＡ1社で

は今年, 短大卒採用を復活させ, 50 人採用する｡

秘密事項の扱いやノウハウが必要な仕事など派遣

労働者には任せにくい仕事が少なからずあるので,

自社従業員にそれを担当させるためである19)｡ な

お, 数人規模ではあるがＢ1社, Ｃ1社では, 派遣

労働者を自社の正社員に登用している20)｡ 派遣期

間を通じて, 本人は仕事に精通し, 企業は人物の

見きわめができたからである｡

このように, 派遣労働にとって代わられた感の

強かった一般職だが, 一部で変化が生まれてきて

いるといえるだろう｡

2 高卒者 (現業職) の採用

高卒者の採用は, 大卒者などとは制度的に異なっ

ていて, 求人票をハローワークに提出した後, 高

校に送付し (例年 7 月 1 日), 一斉解禁日 (例年 9

月中旬) 以降に, 高校からの紹介・推薦を受けた

希望者が受験するという形になっている21)｡

そのような高卒者の採用であるが, 既に図 1に

見たように, 就職活動が開始される前 (7 月末)

の新規高卒者に対する求人倍率は, 2004 年以降

反転し上昇しているものの, 依然として低調であ

る22)｡ このような背景には, 高卒者の就職先で人

数割合が高いのは製造業の現業職であるが, その

ような職場が海外に移転したり, 国内では請負や

派遣が大規模に活用されるようになったことがあ

る｡ 例えば, Ａ2社では ｢生産拠点は海外にシフ

トしているので, 新卒の高卒者は, 物つくりの技

能を伝承するための要員として若干名採用するだ

け｣ という｡ また, ｢海外工場の技術指導ができ

る人材が必要なので, 今の生産現場では高卒者よ

り高専卒が望ましく, 大学卒でもよい｣ としてい

る｡
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他方, 国内の生産拠点を製造派遣の受入れで維

持したＢ2社では, しばらく中断していた高卒新

卒者の採用を 2 年前から再開し, 約 15 人ずつ採

用している｡ ｢現業従業員が定年で辞めていくの

で, その前に技能を身につけてもらい職場のキー

マンとして活躍する人材となってもらうため｣ と

いう｡ また, 長い間の採用中断による年齢構成の

是正のために, 中途採用も約 30 人行っている｡

卒業後フリーターをしていた大卒者が応募してき

て, 採用になることもあるという｡ またＡ1社で

は, 100 人の高卒新卒者を採用する｡ 事業拡大に

よる要員確保がその理由だが, 同社では高卒者は,

採用後 1年間, 研修センターで ｢躾も含め｣ 研修

を行うという｡ しばしば質の低下が指摘される高

卒者だが, 同社では本格的に養成する態勢を堅持

している｡ なおＡ1社では, 期間工からの正社員

登用も始めている23)｡

このように, 現業職の高卒者の採用が減少して

きたのは事実だが, 技能の伝承, あるいは事業の

拡大などを背景に, 復活の兆しがでてきているよ

うだ｡ なお, 定年後の継続雇用が進んできている

ので, その影響を問うたところ, ほとんどの企業

では実際に継続雇用される人数が少ないこともあ

り, それが採用に影響を及ぼすとは受けとめてい

なかった｡

Ⅵ 結びに代えて

バブルの崩壊以降, 激変する経営環境の中で,

企業は様々な経営施策をとってきた｡ 人材の採用

に関しては, それ以前とどのような違いがあるの

だろうか｡ この点を明らかにするために, 本稿で

は, 既存統計の分析と企業に対するインタビュー

調査の内容を検討した｡

その結果, 大卒者または総合職相当の人材の採

用に関しては, キャリア (中途) 採用が一定の範

囲で定着していくものの, 同時に新卒採用が中心

的地位を占め続けるように思われた｡ 他方, 一般

職や高卒者の採用に関しては就業形態の多様化が

大きな影響を及ぼしていて, 新卒者の採用が減少

していた｡ しかし, 非正社員への過剰な依存が問

題視され, 新卒採用が復活しつつあった｡ 大企業

部門を念頭に要約すれば, こうなるだろう｡ 本文

で既述した新卒者を選好する ｢白い布仮説｣ に即

せば, 色のついた布の活用が進みつつあるものの,

何色にも染めやすい白い布への選好が依然として

根強いということになる｡

企業の人材採用は, いくつかの工夫が行われ,

その内容はゆっくりと変化しつあるようだ｡ しか

しそれらはむしろ, 新卒採用を中心にした上での,

いくつかの新しい試みのように思える｡

1) ここで言う ｢正社員｣ とは, ｢雇用期間の定めのない者｣

である｡

2) 永野 (1996), 参照｡

3) この点に関しては, 永野 (2002) を参照されたい｡

4) ここで紹介する結果は, 各調査年の原表 7を用いている｡

原表 7は, 厚生労働省大臣官房統計情報部から入手可能であ

る｡

5) ｢一般労働者｣ とは, 常用労働者のうち ｢パートタイム労

働者｣ 以外の人である｡ また ｢パートタイム労働者｣ とは,

常用労働者のうち, ｢一般労働者｣ より 1 日または 1週の所

定労働時間が短い者である｡

6) このような動向は, 新卒者, 特に高卒新卒者のうち正社員

として就職した人数の割合の低下を予想させる｡ それを算出

してみると, 1990 年の時点では, 正社員として就職したの

は新卒者のうち, ｢合計｣ で 94.7％, ｢大卒｣ で 99.4％, ｢高

卒｣ で 92.2％であったが, 2005 年にはそれが, 順に 71.7％,

93.7％, そして 51.8％へと低下していた｡

7) これら 4 つの指標の相関係数は 0.747～0.955 の範囲にあ

り, いずれも 0.1％水準で有意である｡

8) これらの数値は, インタビュー時に口頭で回答してもらっ

た数値の概数である｡

9) 日本経済団体連合会 (2006)｡

10) この点に関しては, 永野 (2006) を参照のこと｡

11) 入社希望者として登録する際にウェブ上で試験を行ったり,

あるいは会社説明会の後で適性試験を行ったりする企業が増

えている｡ これは, 応募のオープン化により母集団が大きく

なったことに対する対応と考えられる｡

12) インターンシップについては, それを主として ｢就業意識

の啓発｣ という観点から最近の状態を分析したものに, 佐藤・

堀・堀田 (2006) がある｡

13) なお, 夏休みに 3年生を対象に 1日間のインターンシップ

を実施する企業 (Ａ3社) もある｡ これはその期間からみて,

むしろ説明会に近いものと見て良いだろう｡

14) 筆者たちの研究グループが 2001 年に実施した調査では,

この制度の導入企業の割合は 36.6％であったが (永野ほか,

2002), 2005 年実施の労働政策研究・研修機構 (2006) では

47％であった｡

15) なおこれら以外の新しい動向に, 海外の大学に出向いての

採用活動の展開もある (Ａ2社, Ｄ2社)｡

16) 例えば, 労働政策研究・研修機構 (2005 a) によると, 外

資系企業では採用者の 81.8％が中途採用者である｡

17) なお, その後インタビューした, 新卒採用を行っている外

資系のＤ5社 (製造業) では, ｢新卒者は職種別採用で, 配属

先までは決まっていない｣ としていた｡ 企業や業種による違
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いがあるようである｡

18) 厚生労働省 ｢平成 17 年度コース別雇用管理制度の実施・

勧告等状況｣ 2006 年によれば, 採用された総合職に占める

女性割合は, 2006 年 4 月採用が 20.6％で, 前々年や前年よ

り微増となっている｡

19) このような一般職の採用復活は, 新聞記事からも知ること

ができる (｢総合商社, 採用拡大｣ 『日本経済新聞』 2007 年 3

月 25 日, 朝刊)｡

20) このような場合に, 紹介予定派遣を使うケースもある｡ 最

近は労働市場がタイトになってきているので, 紹介予定派遣

でないと良い派遣労働者が来てくれないという意見もあった｡

21) 高卒者の採用については, このような制度も含め, 長須

(2006) がわかりやすい｡ また, 労働政策研究・研修機構

(2005 b) は, 高卒者の採用を実態面から調査している｡

22) 採用活動が進展するにつれ, 求人数が増える一方, 求職活

動をやめる人が出てくるので, 年度末に向かって倍率は高まっ

ていく｡ 例えば, 2007 年 3 月卒業生に対する求人倍率は,

図 1 の 2006 年 7 月末では 1.14 だったが, 翌年 3 月末には

1.79 になった｡ また, 地域による求人倍率のバラツキは大

きい｡ 例えば 2006 年 7 月末では, 最高が東京都の 4.41 で,

最低が青森県の 0.17 であった｡

23) このような直接雇用の非正社員の正社員への登用は, 『ビ

ジネス・レーバー・トレンド』 労働政策研究・研修機構,

2007 年 6 月号が参考になる｡
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